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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第31期
第３四半期
連結累計期間

第32期
第３四半期
連結累計期間

第31期
第３四半期
連結会計期間

第32期
第３四半期
連結会計期間

第31期

会計期間

自　平成22年
１月21日
至　平成22年
10月20日

自　平成23年
１月21日
至　平成23年
10月20日

自　平成22年　７
月21日

至　平成22年
10月20日

自　平成23年
７月21日
至　平成23年
10月20日

自　平成22年
１月21日
至　平成23年
１月20日

売上高 (千円) 10,427,47411,862,3253,346,7453,492,89213,019,102

経常利益 (千円) 646,846 726,649 160,626 94,482 657,890

四半期(当期)純利益 (千円) 361,069 365,567 86,517 37,970 339,808

純資産額 (千円) ― ― 4,344,7504,590,9324,334,124

総資産額 (千円) ― ― 10,926,88512,547,31310,194,270

１株当たり純資産額 (円) ― ― 518.31 544.77 516.93

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 42.68 43.86 10.27 4.54 40.34

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 39.5 36.3 42.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 256,521△33,070 ― ― 647,293

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △432,085△593,147 ― ― △691,452

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 489,552 751,018 ― ― 267,464

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,843,0121,859,5091,743,905

従業員数 (名) ― ― 453 485 444

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年10月20日現在

従業員数(名) 485　〔183〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２　臨時従業員には嘱託およびパートタイマーの従業員を含み、派遣社員は除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年10月20日現在

従業員数(名) 270　〔119〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員には嘱託およびパートタイマーの従業員を含み、派遣社員は除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月21日
至　平成23年10月20日)

金額(千円) 前年同四半期比(％)

日本 609,867 ―

その他 91,520 ―

合計 701,388 ―

　　(注) １　金額は、製造原価によっております。
　　２　セグメント間取引については、相殺消去しております。
　　３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月21日
至　平成23年10月20日)

金額(千円) 前年同四半期比(％)

日本 1,138,268 ―

欧州 88,746 ―

その他 169,731 ―

合計 1,396,746 ―

　　(注) １　金額は、実際仕入額によっております。
　　２　セグメント間取引については、相殺消去しております。
　　３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 受注実績

当社グループは受注生産をおこなっておりません。
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(4) 販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月21日
至　平成23年10月20日)

金額(千円) 前年同四半期比(％)

日本 3,181,015 ―

欧州 192,646 ―

その他 119,230 ―

合計 3,492,892 ―

　　(注) １　主な相手先別の販売実績については、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満である

　　ため記載を省略しております。

　　２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

 

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

(1)経営成績の分析

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により停滞していた景気も復興努

力により穏やかな回復の兆しを見せておりますが、長引く円高やギリシャをはじめとする欧州の金融危機

により、先行き不透明な状況が続いております。

　当社を取り巻くガーデニング業界におきましても、住宅エコポイントの終了や震災による住宅投資への意

欲の低下が懸念されましたが、新設住宅着工数に大きな変化は見られず、低水準ながら増加基調で推移いた

しました。

　このような状況のもと当社グループは、庭は家での暮らしにおける５番目の部屋である「５ｔｈＲＯＯ

Ｍ」（フィフスルーム）を提唱し、新商品のラインアップの充実と市場への啓発活動に注力してまいりま

した。また、震災以後、原子力発電に対する「安全・環境」を問われるなか、庭での暮らしにおいて自然をう

まく取り入れ、「安心・安全・健康・省エネ・快適な暮らし」をテーマとした「スマートリビングガーデ

ン」の取り組みを強化してまいります。

　売上高につきましては、プロユース部門では、新設住宅着工数が低調に推移するなか、家と庭をつなぐ空間

となる「ポーチガーデン」シリーズによる新商品の投入等により、販売が顕著に推移いたしました。また、
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夜の庭を演出する「光」について当社認定制度である「エクステリア＆ガーデンライティングマイスター

制度」の開始により照明機器の販売が堅調に推移したこと等により、前年同四半期と比べ増加いたしまし

た。また、今後の販売の拡大を見据え国内をはじめ海外の製造拠点の充実を図っております。

ホームユース部門では、秋に入っても気温が下がらず温室などの冬物商材の売上が伸び悩んだことや、イ

ルミネーションなどの納期が遅れていること等により、前年同四半期と比べて減少いたしました。

また、海外展開におきましても、中国子会社の工場において品質基準の強化や在庫管理機能とデリバリー

体制の構築を図りつつ、販売においてはドイツをはじめイギリス、アメリカ、オーストラリア等グローバル

展開を加速するなど、事業拡大に向けた取り組みを強化しております。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間は売上高3,492,892千円（前年同四半期比4.4％増）、営業利益

125,603千円（前年同四半期比31.9％減）、経常利益94,482千円（前年同四半期比41.2％減）、四半期純利

益37,970千円（前年同四半期比56.1％減）となりました。 

 

セグメントの業績は次の通りです。

①日本

　日本においては、季節商品の導入時期のずれなどによりホームユース部門の売上が減少しましたが、プロ

ユース部門では新設住宅着工数は引き続き低調に推移しているものの、エバーアートウッド、ライティング

などの新商品の投入やハウスメーカーなどの戦略得意先との取組みにより売上は増加し、売上高は

3,181,015千円（前年同四半期比8.1％増）となりました。セグメント利益においては、売上増加に伴い人件

費や発送費が増加したことから、137,836千円（前年同四半期比36.3％減）となりました。

②欧州　

　欧州においては、現地通貨においては前年同四半期比2.4％増となったものの、決算時点の換算レートの差

により売上高は192,646千円（前年同四半期比39.8％減）となりました。セグメント損失においては、発送

費や人件費などの販売費及び一般管理費が減少したことから、12,454千円（前年同四半期比65.4％減）と

なりました。

③その他

その他の地域においては、中国の子会社が本格的に稼働し始めたことにより売上高は119,230千円（前年

同四半期比40.4％増）となりました。セグメント損失においては、発送費などの販管費及び一般管理費が増

加したものの、売上が好調だったことから、13,381千円（前年同四半期比6.0％減）となりました。

　

(2)財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は12,547,313千円（前連結会計年度末と比べ2,353,043千

円増）となりました。 

流動資産においては、好天が続いたことによる売上増加に伴い受取手形及び売掛金が3,415,116千円（前

連結会計年度末と比べ1,069,213千円増）となりました。

固定資産においては、子会社の工場建設により建物及び構築物が1,646,963千円（前連結会計年度末と比

べ150,139千円増）となりました。

流動負債においては、販売に向けての商品調達が先行して行われることから支払手形及び買掛金が

2,513,148千円（前連結会計年度末と比べ858,685千円増）となりました。 

固定負債においては、設備投資等により長期借入金が1,852,171千円（前連結会計年度末と比べ515,914

千円増）となりました。 

　純資産においては、4,590,932千円（前連結会計年度末と比べ256,807千円増）となりました。これは剰余

金の配当が116,473千円あったものの、四半期純利益が365,567千円あったことによるものです。 
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前

四半期純利益や売上債権の減少額があったものの、仕入債務の減少額や有形固定資産の取得による支出が

あったことにより第２四半期連結会計期間末に比べ99,742千円減少し、1,859,509千円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は、93,955千円（前年同四半期は274,228

千円の増加）となりました。これは主に、売上債権の減少額656,501千円（前年同四半期は381,630千円の減

少）があったものの、たな卸資産の増加額が294,191千円（前年同四半期は20,566千円の減少）、仕入債務

の減少額337,245千円（前年同四半期は182,055千円の減少）があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は、196,626千円（前年同四半期は308,874

千円の支出）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が179,812千円（前年同四半期は

326,864千円の支出）、無形固定資産の取得による支出12,347千円（前年同四半期は1,289千円の収入）が

あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の収入は205,369千円（前年同四半期は178,227

千円の支出）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出が326,444千円（前年同四半期は

350,915千円の支出）あったものの、長期借入れによる収入549,981千円（前年同四半期は273,135千円の収

入）があったことによるものです。 

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発活動の状況ならびに研究開発費の実績は軽微なため記載し

ておりません。なお、当第３四半期連結会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期末に計画中であった徳島ガーデンクリエ

イト株式会社の生産設備の新設は平成23年10月に完了いたしました。これに伴い、同工場における生産能

力が増加する見込みであります。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設は以下の通りです。

法人名 所在地
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額(千円)
資金調達

方法
着手年月

完了予定

年月

完成後の

増加能力
総額 既支払額

株式会社

タカショー

和歌山県

海南市
日本 販売関連 169,000― 借入金

平成23年

８月

平成24年

３月

売上高１％

増加

株式会社

タカショー

和歌山県

海南市
日本 物流設備 50,000 ― 借入金

平成24年

１月

平成24年

３月

保管能力の

増加

株式会社

タカショー

和歌山県

海南市
日本 販売関連 70,000 ― 借入金

平成23年

10月

平成24年

４月

売上高1.2％

増加

株式会社

タカショー

和歌山県

海南市
日本 販売関連 23,000 ― 借入金

平成23年

10月

平成23年

11月

売上高１％

増加

江西高秀

進出口貿易

有限公司

中国

瑞昌市
その他 製造関連 150,000― 借入金

平成23年

９月

平成24年

４月

生産能力の

増加

なお、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年10月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年12月２日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 8,679,814 8,679,814
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式
単元株式数　100株

計 8,679,814 8,679,814― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年７月21日～
平成23年10月20日(注)

― 8,679 ― 570,560 5,784 599,167

(注) 自己株式売却による自己株式処分差益であります。

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年７月20日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年７月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 360,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,317,000 83,170 ―

単元未満株式 普通株式 2,514 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,679,814 ― ―

総株主の議決権 ― 83,170 ―

(注) １　完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。

２　単元未満株式の欄には、当社所有の自己株式４株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年７月20日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
　株式会社タカショー

和歌山県海南市南赤坂20－１ 360,300 ― 360,300 4.15

計 ― 360,300 ― 360,300 4.15

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式311,300株であります。

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
　２月度 　３月度 　４月度

　　　　　５月
度

　　　　　６月
度

　
　７月度 ８月度 ９月度 10月度

最高(円) 390 395 373 399 394 403 399 385 398

最低(円) 371 300 351 361 365 380 361 372 371

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成22年７月21日から平成22年10月20日まで)および前第３四半期連

結累計期間(平成22年１月21日から平成22年10月20日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成23年７月21日から平成23年10月20日まで)および当第３四半期連結累計期

間(平成23年１月21日から平成23年10月20日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成22年７月21

日から平成22年10月20日まで)および前第３四半期連結累計期間(平成22年１月21日から平成22年10月20日

まで)に係る四半期連結財務諸表ならびに当第３四半期連結会計期間(平成23年７月21日から平成23年10月

20日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成23年１月21日から平成23年10月20日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,859,509 1,762,355

受取手形及び売掛金 3,415,116 2,345,902

商品及び製品 2,231,092 1,830,708

仕掛品 135,979 126,815

原材料及び貯蔵品 485,967 370,125

繰延税金資産 187,158 132,212

その他 485,492 234,640

貸倒引当金 △17,097 △13,761

流動資産合計 8,783,219 6,788,999

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,646,963 1,496,824

土地 627,239 500,239

建設仮勘定 401,311 416,861

その他（純額） 222,047 186,767

有形固定資産合計 ※１
 2,897,562

※１
 2,600,693

無形固定資産

のれん 419 5,788

その他 241,927 189,603

無形固定資産合計 242,346 195,392

投資その他の資産

投資有価証券 96,364 89,180

繰延税金資産 8,011 1,432

その他 536,863 536,803

貸倒引当金 △17,055 △18,230

投資その他の資産合計 624,184 609,185

固定資産合計 3,764,094 3,405,270

資産合計 12,547,313 10,194,270
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,513,148 1,654,463

短期借入金 995,253 1,082,509

1年内返済予定の長期借入金 1,433,621 1,019,436

未払法人税等 261,006 140,237

賞与引当金 117,307 40,297

その他 633,021 517,463

流動負債合計 5,953,357 4,454,408

固定負債

長期借入金 1,852,171 1,336,256

退職給付引当金 8,433 5,776

資産除去債務 74,511 －

繰延税金負債 3,376 22,358

その他 64,531 41,346

固定負債合計 2,003,023 1,405,737

負債合計 7,956,381 5,860,145

純資産の部

株主資本

資本金 570,560 570,560

資本剰余金 599,167 593,383

利益剰余金 3,541,958 3,292,863

自己株式 △81,236 △94,023

株主資本合計 4,630,449 4,362,784

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,868 3,303

繰延ヘッジ損益 △28,624 △26,440

為替換算調整勘定 △50,764 △39,015

評価・換算差額等合計 △71,520 △62,153

少数株主持分 32,003 33,493

純資産合計 4,590,932 4,334,124

負債純資産合計 12,547,313 10,194,270
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月21日
　至 平成22年10月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月21日
　至 平成23年10月20日)

売上高 ※１
 10,427,474

※１
 11,862,325

売上原価 5,902,040 6,936,521

売上総利益 4,525,434 4,925,804

販売費及び一般管理費 ※２
 3,822,705

※２
 4,170,698

営業利益 702,729 755,106

営業外収益

受取利息 655 983

受取手数料 39,244 36,441

受取保険金 5,522 3,818

その他 11,226 18,569

営業外収益合計 56,648 59,813

営業外費用

支払利息 66,208 70,899

為替差損 36,446 8,002

その他 9,876 9,368

営業外費用合計 112,531 88,270

経常利益 646,846 726,649

特別利益

固定資産売却益 25 －

特別利益合計 25 －

特別損失

固定資産除却損 5,550 1,002

投資有価証券評価損 3,266 －

投資有価証券売却損 － 29

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40,791

特別損失合計 8,816 41,822

税金等調整前四半期純利益 638,055 684,826

法人税、住民税及び事業税 299,181 401,545

法人税等調整額 △21,576 △81,504

法人税等合計 277,604 320,040

少数株主損益調整前四半期純利益 － 364,785

少数株主損失（△） △619 △782

四半期純利益 361,069 365,567
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月21日
　至 平成22年10月20日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年７月21日
　至 平成23年10月20日)

売上高 ※１
 3,346,745

※１
 3,492,892

売上原価 1,922,654 2,098,134

売上総利益 1,424,090 1,394,757

販売費及び一般管理費 ※２
 1,239,630

※２
 1,269,154

営業利益 184,460 125,603

営業外収益

受取利息 145 267

受取手数料 12,308 11,696

受取保険金 5,522 2,946

その他 5,338 －

営業外収益合計 23,315 14,909

営業外費用

支払利息 21,482 24,969

為替差損 22,410 15,635

その他 3,255 5,425

営業外費用合計 47,148 46,030

経常利益 160,626 94,482

特別利益

貸倒引当金戻入額 788 －

特別利益合計 788 －

特別損失

投資有価証券評価損 194 －

特別損失合計 194 －

税金等調整前四半期純利益 161,221 94,482

法人税、住民税及び事業税 92,525 65,868

法人税等調整額 △10,182 △9,389

法人税等合計 82,342 56,479

少数株主損益調整前四半期純利益 － 38,003

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7,639 32

四半期純利益 86,517 37,970
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月21日
　至 平成22年10月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月21日
　至 平成23年10月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 638,055 684,826

減価償却費 125,776 163,349

のれん償却額 7,997 5,369

貸倒引当金の増減額（△は減少） △36,156 2,304

賞与引当金の増減額（△は減少） 61,466 77,009

退職給付引当金の増減額（△は減少） 249 2,657

受取利息及び受取配当金 △1,461 △2,194

支払利息 66,208 70,899

為替差損益（△は益） 11,098 7,535

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40,791

売上債権の増減額（△は増加） △747,335 △1,074,907

たな卸資産の増減額（△は増加） △129,741 △543,159

その他の資産の増減額（△は増加） △80,780 △120,100

仕入債務の増減額（△は減少） 763,045 877,794

その他の負債の増減額（△は減少） 63,917 108,762

その他 7,098 17,654

小計 749,437 318,591

利息及び配当金の受取額 1,461 2,194

利息の支払額 △67,083 △71,740

法人税等の支払額 △427,294 △282,115

営業活動によるキャッシュ・フロー 256,521 △33,070

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △388,212 △372,908

無形固定資産の取得による支出 △70,813 △94,553

投資有価証券の取得による支出 △19,285 △291

短期貸付けによる支出 △15,000 △148,181

短期貸付金の回収による収入 28,614 9,347

その他 32,611 13,439

投資活動によるキャッシュ・フロー △432,085 △593,147

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 261,443 486,000

短期借入金の返済による支出 △388,139 △560,324

長期借入れによる収入 1,698,938 1,850,154

長期借入金の返済による支出 △937,128 △917,382

少数株主からの払込みによる収入 35,000 －

自己株式の売却による収入 － 18,571

配当金の支払額 △118,719 △116,473

その他 △61,843 △9,526

財務活動によるキャッシュ・フロー 489,552 751,018

現金及び現金同等物に係る換算差額 △34,498 △9,196

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 279,489 115,603

現金及び現金同等物の期首残高 1,563,523 1,743,905

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,843,012

※
 1,859,509
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自　平成23年７月21日　至　平成23年10月20日)

　　　該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成23年１月21日　至　平成23年10月20日)

会計処理基準に関する

事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ2,125千円、

税金等調整前四半期純利益は42,916千円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は70,959千円であります。

　

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年１月21日  至  平成23年10月20日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年７月21日  至  平成23年10月20日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

　
【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成23年１月21日　至　平成23年10月20日)

たな卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、

第２四半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算出す

る方法によっております。

 

固定資産の減価償却費

の算定方法

定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費を期間按

分して算定する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月21日　至　平成23年10月20日）

　　　該当事項はありません。

　

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月20日)

前連結会計年度末
(平成23年１月20日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,963,240千円

であります。

 

　２　偶発債務

　　　債権流動化に伴う買戻義務　　 　311,553千円

 
　３　　　　　　　　―――――
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,826,081千円

であります。

 

　２　　　　　　　　―――――

 
 

　３　受取手形割引高は、778,235千円であります。

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月21日
　至　平成22年10月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月21日
　至　平成23年10月20日)

※１　当社はガーデニングという事業の性質上、第１四

半期連結会計期間、第２四半期連結会計期間に売上

が集中するため、当社グループの売上高には著しい

季節的変動があります。

 

※１　　　　　　　　　同左

 

 
 

※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な科目および

金額は次のとおりであります。

給料及び賞与 1,150,085千円

賞与引当金繰入額 85,573

貸倒引当金繰入額 212

減価償却費 80,861

退職給付費用 60,406

 

※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な科目および

金額は次のとおりであります。

給料及び賞与 1,188,392千円

賞与引当金繰入額 93,200

貸倒引当金繰入額 4,214

減価償却費 82,402

退職給付費用 66,092

 

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月21日
　至　平成22年10月20日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月21日
　至　平成23年10月20日)

※１　当社はガーデニングという事業の性質上、第１四

半期連結会計期間、第２四半期連結会計期間に売上

が集中するため、当社グループの売上高には著しい

季節的変動があります。

 

※１　　　　　　　　　同左

 

 
 

※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な科目および

金額は次のとおりであります。

給料及び賞与 360,802千円

賞与引当金繰入額 48,674

減価償却費 27,546

退職給付費用 20,227

 

※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な科目および

金額は次のとおりであります。

給料及び賞与 355,855千円

賞与引当金繰入額 56,179

貸倒引当金繰入額 2,762

減価償却費 21,826

退職給付費用 21,999
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月21日
　至　平成22年10月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月21日
　至　平成23年10月20日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,843,012千円

現金及び現金同等物 1,843,012千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,859,509千円

現金及び現金同等物 1,859,509千円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月20日）および当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月

21日　至　平成23年10月20日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,679,814

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 311,304

　
３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月16日
定時株主総会

普通株式 116,473 14.00平成23年１月20日 平成23年４月18日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社タカショー(E02888)

四半期報告書

19/28



(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月21日　至　平成22年10月20日）および前第３四半期連結累

計期間(自　平成22年１月21日　至　平成22年10月20日)

当社グループは、庭園資材の製造および販売を主たる事業としております。全セグメントの売上高の合

計および営業損益の金額の合計に占める当該事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。

　

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成22年７月21日  至  平成22年10月20日)

　

　
日本
(千円)

欧州
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,941,849319,98584,9103,346,745 ― 3,346,745

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

65,799 ― 83,739149,538(149,538) ―

計 3,007,648319,985168,6503,496,283(149,538)3,346,745

営業利益又は営業損失（△） 216,464△36,001△14,234166,22918,230184,460

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月21日　至　平成22年10月20日)
　

　
日本
(千円)

欧州
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

9,144,4971,070,860212,11710,427,474 ― 10,427,474

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

211,710 ― 362,598574,309(574,309) ―

計 9,356,2071,070,860574,71511,001,783(574,309)10,427,474

営業利益又は営業損失（△） 659,64021,022△3,591 677,07125,657702,729

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) 欧州………ドイツ

(2) その他……中国、オーストラリア、韓国
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成22年７月21日  至  平成22年10月20日)

　

　 欧州 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 319,985 49,530 369,515

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― 3,346,745

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

9.5 1.5 11.0

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月21日　至　平成22年10月20日)
　

　 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,070,860 217,995 1,288,855

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 10,427,474

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

10.3 2.1 12.4

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) 欧州………ドイツ、オーストリア

(2) その他……中国、韓国、オーストラリア

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

　
【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、主に庭園資材の製造および販売を行っており、国内においては当社が、海外においては現地法人

が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う商品について各地

域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、製造・販売体制を基礎とした地域別セグメントから構成されており、「日本」「欧

州」の２つを報告セグメントとしております。
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年１月21日  至  平成23年10月20日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)日本 欧州 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

10,737,381774,89111,512,273350,05211,862,325 ― 11,862,325

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

261,781 ― 261,781785,2121,046,994△1,046,994 ―

計 10,999,163774,89111,774,0551,135,26512,909,320△1,046,99411,862,325

セグメント利益
又は損失(△)

765,244△2,058 763,185△29,671733,51421,591755,106

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、中国、韓国およびオーストラリアの

現地法人等の事業活動を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失の調整額には、セグメント間取引消去8,985千円、たな卸資産の調整額△3,431千円、の

れんの償却額△5,369千円および貸倒引当金の調整額21,407千円が含まれております。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成23年７月21日  至  平成23年10月20日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)日本 欧州 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

3,181,015192,6463,373,661119,2303,492,892 ― 3,492,892

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

92,659 ― 92,659237,056329,715△329,715 ―

計 3,273,674192,6463,466,320356,2873,822,608△329,7153,492,892

セグメント利益
又は損失（△）

137,836△12,454125,382△13,381112,00013,602125,603

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、中国、韓国およびオーストラリアの

現地法人等の事業活動を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失の調整額には、セグメント間取引消去△12,551千円、たな卸資産の調整額4,826千円、

のれんの償却額△38千円および貸倒引当金の調整額21,366千円が含まれております。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月20日）

支払手形及び買掛金、未払法人税等およびリース債務が、企業集団の事業の運営において重要なもの

となっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　　(単位：千円)

　
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額

(1) 支払手形及び買掛金 2,513,148 2,513,148 ―

(2) 未払法人税等 261,006 261,006 ―

(3) リース債務 69,379 69,752 372

　(注)　金融商品の時価の算定方法

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) リース債務

時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

　

　
(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月20日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月20日）

該当事項はありません。

　なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

おります。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月21日　至　平成23年10月20日）

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月21日　至　平成23年10月20日）

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月20日）

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期連結会計期間の期首と比

較して著しい変動がありません。

　

　

(賃貸等不動産関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月20日）

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月20日)

前連結会計年度末
(平成23年１月20日)

　 　

１株当たり純資産額 544.77円
　

　 　

１株当たり純資産額 516.93円
　

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月21日
　至　平成22年10月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月21日
　至　平成23年10月20日)

１株当たり四半期純利益金額 42.68円
　 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
 

１株当たり四半期純利益金額 43.86円
　 　

　　　　　　　　　　　　同左

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月21日
　至　平成22年10月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月21日
　至　平成23年10月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 361,069 365,567

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 361,069 365,567

普通株式の期中平均株式数(株) 8,459,959 8,334,048
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前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月21日
　至　平成22年10月20日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月21日
　至　平成23年10月20日)

１株当たり四半期純利益金額 10.27円
　 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
 

１株当たり四半期純利益金額 4.54円
　 　

　　　　　　　　　　　　同左

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月21日
　至　平成22年10月20日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月21日
　至　平成23年10月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 86,517 37,970

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 86,517 37,970

普通株式の期中平均株式数(株) 8,420,632 8,362,651

　
 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(リース取引関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月21日　至　平成23年10月20日）

リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」等の適用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第

３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認め

られないため、記載を省略しております。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年11月30日

株　式　会　社　タ　カ　シ　ョ　ー

取 　締　 役　 会　 御　 中

　
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　白　井　　　弘

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　田　　　茂

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タカショーの平成22年１月21日から平成23年１月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年７月21日から平成22年10月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年１月21日から平成22

年10月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカショー及び連結子会社の平成22

年10月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成23年12月１日

株　式　会　社　タ　カ　シ　ョ　ー

取 　締　 役　 会　 御　 中

　
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　村　　基　夫

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　田　　　茂

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タカショーの平成23年１月21日から平成24年１月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成23年７月21日から平成23年10月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年１月21日から平成23

年10月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカショー及び連結子会社の平成23

年10月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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